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１ 策定の趣旨 

  行政改革は、社会経済情勢の変化に対応し、簡素で効率的な市

政実現のため、昭和６０年の第１次行政改革からスタートし、コ

ストの削減や事業の効率化を図ってきました。

  今後、更なる少子高齢化の進展に伴い財政状況の悪化が予測さ

れる中、平成２８年度よりスタートした第５次豊明市総合計画に

掲げる４０のめざすまちの姿の実現に向け、必要な改革を推進す

るため、その指針となる第６次豊明市行政改革大綱を策定します。

２ 新たな行政改革の必要性 

  少子高齢化に伴う社会経済情勢の変化や多様化する市民ニーズ

への対応、学校など老朽化した公共施設の一斉更新問題への対応

など市を取り巻く環境は一層厳しさを増していくことが予測され

ます。

第５次豊明市総合計画に掲げる４０のめざすまちの姿の実現と

将来にわたって安定した市民サービスを提供するため、限られた

財源の中で最大限の効果が発揮できるよう、これまでの行政の仕

組みや組織の体制を柔軟に見直していくことが必要です。

第５次行政改革では、自己改革力ある自治体経営を目指し、行
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政改革に取り組んでまいりました。第６次行政改革においても、

職員一人ひとりが行政経営の視点をもって、施策や事業等の最適

化を図り、持続可能な行政運営を推進するため、更なる行政改革

に取り組んでいく必要があります。

本市取り巻く状況

【将来人口推計】

本市の将来人口は、減少が予想され、平成５２年には６０，８２３人となり、

１４歳以下の年少人口及び１５歳から６４歳までの生産年齢人口は、平成２７

年度と比べて約９，０００人減少すると予想されます。本市の人口は現時点に

おいては増加しているところではありますが、長期的には減少が避けられない

ため、今後も人口動向の推移を注視するとともに、財政計画への影響を考慮し

行政改革を進めていきます。

（出典：第５次豊明市総合計画）
【人口に関する補足】

平成 27年人口推計値は 69,746人としているが、その後、69,127人と国勢調査結果が公表された。
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【現状の人口推計を踏まえた財政推計】

 現状の人口推計を基に算出した財政推計では、生産年齢人口の減少に伴う市

税収入の減少と高齢化に伴う扶助費等の増加により財政状況が悪化し、投資的

経費の確保が難しくなっていきます。この財政推計では、投資的経費を現状と

同規模の１６億円を確保するため、基金の取り崩しにより賄う推計をしていま

す。この基金も平成４２年度には枯渇し、必要な投資的経費の確保ができなく

なります。

(普通会計決算ベース）
（百万円）
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【公共施設更新費用推計】

市が所有する公共建築物は、昭和４７年の市制施行時期に急速に整備が進み

ました。これらの公共建築物が、今後一斉に更新時期を迎えることになります。

総務省の更新投資試算ソフトを用いて推計した結果、今後４０年間で必要とな

る修繕・更新費は総額で８００億円近くに及びます。年平均では約２０億円と

なり、近年の施設整備実績額の約２.９倍の予算が必要となります。

（出典：豊明市公共施設等総合管理計画）

市の財政状況が厳しさを増す状況の中で、老朽化するすべての公共施設を更

新することは不可能です。豊明市公共施設等総合管理計画では、公共施設の延

床面積の３０％縮減を目標とし、面積縮減で軽減される管理運営費用を更新費

用に充てることとしています。

（百万円）

基金残高の推計

（基金残高は、財政調整基金、公共建設及び整備基金、教育施設建設及び整備基金の合計額）
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３ 行政経営の取組方針 

行政経営を推進する４つの視点と３つのマネジメント

【４つの視点】

  持続可能な行政運営を推進するため、最小の経費で最大の効果

を得る『行政経営』の視点を持って施策、事業等の最適化に取り

組んでまいります。

     ・目標達成のための成果を重視した視点

     ・行政資源の選択と集中の視点

     ・質の向上を目指した改善の視点

     ・多様な主体者との連携の視点

【３つのマネジメント】

  行政経営の推進にあたっては、３つのマネジメントにより行政

資源等の最適化を図ってまいります。

◎ヒトの最適化（組織マネジメント、人材マネジメント）

   ４つの視点を持って、事業の最適化を図るのはヒト、すなわ

ち職員です。行政課題に対して迅速かつ的確に対応できるよう

組織体制の構築を図ると共に、定員管理、人材育成に努めてま

いります。
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◎モノの最適化（公共施設マネジメントの推進）【重点取組事項】

   近い将来に到来する公共施設の一斉更新問題に対応するため、

公共施設サービスのあり方等を検討し、公共施設適正配置計画

の策定及び推進に取り組んでまいります。なお、公共施設マネ

ジメントは、行政改革の重点取組項目として全庁的に取り組ん

でまいります。

◎カネの最適化（部内マネジメントの推進）

平成２８年度の予算編成から導入した部門別包括予算（枠配

分予算）において、担当部長による部内マネジメントに取り組

んでいます。成果重視の行政経営を行うため、行政評価に基づ

いた施策の重点化や事務事業の改善など更なる部内マネジメン

トを進めてまいります。

４ 行政改革の実施方針 

  行政改革を実効性のあるものとするためには、現場起点の発想

が重要です。事業を実施する所管課は、その成果を検証し、改善

を図っていく責任があります。

施策、事業等の最適化は、ＰＤＣＡサイクルを継続的に実施す

ることにより実現していきます。
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◎組織・人材のマネジメント

・指定管理、民間委託など民間活力の活用による小さくて強い豊

明市の構築を進めていきます。

・市民ニーズや社会情勢の変化に対応するための効果的、効率的

な組織機構の構築を進めていきます。

・職員一人ひとりが高い目標を持ち、課題解決に必要な能力の向

上に努めます。

◎施設のマネジメント

・公共施設適正配置計画の策定を通じ、公共施設のあり方を検討

し、将来を見据えた施設の適正配置と市有財産の有効活用を図

ります。

・公共施設やインフラ施設を適切に保全し、長寿命化を図ること

により、ライフサイクルコストの縮減に努めます。

◎部内マネジメント

・行政評価を活用して事業の成果等を検証し、施策や事業の重点

化を図り、事業の有効性や効率性を高めるための改善に努めま

す。

・行政の役割や責任を見極め、地域の住民力や民間のノウハウを

積極的に活用し、サービスの向上を図ります。



8

５ 行政改革の推進 

  第６次行政改革は、第５次総合計画の計画期間とあわせ、平成

２９年度から平成３７年度までの９年間とし、行政改革の進行管

理は、本大綱に基づき策定する行政改革推進プランにより行いま

す。行政改革事業は、現場起点の発想に基づき、継続的なＰＤＣ

Ａサイクルの中から改善の取り組みとして実施していきます。

《行政改革の推進体制》
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参考資料：これまでの行政改革

◎第１次行政改革（昭和６０年～平成元年）

・地方競馬開催業務の一部事務組合化 

・健康都市推進協議会と健康づくり推進協議会の統合 

・母子健康センター運営協議会及び農業改良試験場運営協議会の廃止 

 ・審議会等の委員の削減（１０審議会で実施） 

 ・給与の適正化（初任給、退職手当の削減） 

 ・定員管理の適正化（職員数２２名削減） 

 ・OA 化の推進（住民基本台帳、税等のオンライン化） 

・情報公開制度の導入（昭和６３年度に条例化） 

◎第２次行政改革（平成８年～１０年）

（１）行政経費の節減 

・公共工事コスト削減行動計画の策定      （１億１，０００万円） 

・庁内 LAN による委託費の削減 ⇒ 自庁処理化   （５，０００万円） 

・職員数の削減（６名）              （５，０００万円） 

 ・移動図書館車の廃止                 （９００万円） 

・経常経費の削減                 （６，０００万円） 

合計 ２億７，９００万円 

（２）市民サービスの向上 

・市役所出張所の設置 

 ・余裕教室の利用（児童クラブ、集会所、図書館分室） 

（３）市民参加の推進と市民活動支援 

・ワークショップ方式導入（児童館、住宅マスタープラン、生ごみ堆肥化） 

 ・市民活動室開設（NPO 支援） 

 ・監査委員に税理士登用 

◎第３次行政改革（平成１２年度～１４年度）

（１）逼迫した財政状況の改善 

・レセプト点検の拡充                （２，５９４万円）  

・口座振替済通知書の廃止              （２，１００万円） 

・公共工事コスト縮減に関する行動計画の推進   （２億５，９３２万円） 

・敬老祝金支給事業の縮小              （４，２６６万円） 

・消防職員の勤務形態の見直し            （４，５００万円） 

・樹木選定業務の業者変更                 （９６万円） 
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・退職職員等の有効活用               （８，４００万円） 

・学校の余裕教室の有効利用（民俗資料室の設置）   （８，４００万円） 

合計 ５億６，２８８万円 

（２）人的資源の有効活用による行政遂行能力の向上 

・人材育成基本方針及び実施計画の策定 

・定員管理適正化計画の策定（平成１４年４月１日現在５４２名） 

・職員倫理規程の制定 

（３）市民に開かれた市政の実現 

・情報公開条例及び個人情報保護条例の制定 

・市民主導・市民参加型の「環境フェア」の開催 

（４）市民サービスの向上 

・戸籍の電算化 

・図書館の開館時間の延長 

（５）時代に即応した重要施策の積極的推進 

・ＮＰＯの育成とパートナーシップの推進 

（映画「折り梅」製作ボランティアとの協働） 

・低年齢児保育の促進（沓掛保育園、東部保育園等） 

・学校図書室の充実（司書資格を持った臨時職員を小学校に配置） 

・防災訓練及び水防訓練の強化（住民参加型の訓練の実施） 

（第３次行政改革大綱では節減目標額を３年間で５億円と設定したが、 

約５億６千万円の節減を達成） 

◎第４次行政改革（平成１６年度～１８年度）

（１）経営志向の追求 

（２）市役所改革 

（３）積極的な情報公開 

（４）顧客志向の追求 

（５）「とよあけ」ここにあり 

 （３年間で２億５，３３３万円の削減目標を設定） 

◎第５次行政改革（平成１９年度～平成２７年度）

（１）組織制度の抜本改革 

（２）減量と効率化の推進 

（３）住民自治とガバナンス・民間活力の活用 

（４）ブランド力のあるまちづくりを創造 

□第１次アクションプラン（平成１９年度～平成２１年度） 

  節減額 １，５１２，０９２千円 
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□第２次アクションプラン（平成２２年度～平成２４年度） 

  節減額 １，２００，１２０千円 

□第３次アクションプラン（平成２５年度～平成２７年度） 

  節減額   １１８，５３９千円 

 ●公共施設等総合管理計画策定に関する審議（平成２６年度） 

 ●公共施設長寿命化計画策定に関する審議 （平成２７年度） 


